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新型コロナウイルス感染症に関する記者会見（R2.5.7） 

お忙しい中、お集まりいただきまして、あ

りがとうございます。

本日は、新型コロナウイルス感染症に関

連する恵庭市の新たな対応や変更点につい

て発表させていただきます。

まず初めに、「恵庭市の追加支援策につい

て」ですが、

本市では、４月２４日に開催した臨時議

会において、新型コロナウイルス対策事業

の補正予算を編成し、対応策を展開して参

りました。しかし、日々変化する状況に応じ

た、きめ細かな支援が更に必要と考え、第２

回臨時議会において、追加の対策事業に係

る補正予算を提案いたします。

全部で６項目ございますが、１項目は、「証明書郵便請求奨励事業」です。

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、住民票などの証明書の発行において、

市庁舎・支所・出張所の窓口や待合所で、いわゆる「３密」の状況を作らないように、

郵送による交付申請を奨励するものです。

具体的には、証明書の発行を郵便請求にて申請する個人に対し、発行手数料や郵送

料を免除する取り組みであり、対象件数は１,６００件程度と想定し、事業費は１８１

万円であります。

２項目は、「特別定額給付金事業」です。

これは、国の経済支援事業として、国民一人あたり１０万円を一律に給付するもの

であります。

通信運搬費などの事務費を合わせまして、７０億４,６４０万２千円を補正するもの

で、財源は全額国庫補助金となっております。

３項目は、「生活支援臨時給付事業」です。

小中学校の臨時休業や企業活動の停滞の影響が継続していることから、ひとり親家

庭を経済的に支援するため、２回目の給付事業を実施いたします。

児童扶養手当を受給する世帯を対象に、児童１人に１万円を、同世帯の２人目以降
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は１人につき５千円を支給するものであります。対象人数は、９４９人（６２３世帯）

を想定し、通信運搬費等などの事務費を合わせまして、８０９万３千円を補正するも

のであります。

４項目は、「臨時特別給付事業」です。

国の子育て世帯を支援する取り組みとして、児童手当受給世帯に、児童１人当たり

１万円を給付するものであります。

対象人数は９,２８０名を想定し、通信運搬費等などの事務費を合わせまして、９,７

６８万９千円を補正するものであります。財源は全額国庫補助金となっております。

５項目は、「地域経済活性化事業」です。

新型コロナウイルス感染症で影響を受ける事業者への経済対策第２弾として、テイ

クアウト・デリバリー情報などの「情報発信支援」や、「商店街活力再生事業」の上乗

せ、行政書士等の「相談会や申請支援」の拡大、及び小規模事業者を支援するための２

回目の給付事業を実施いたします。

「小規模事業者支援事業」では、従業員９名以下の事業者を対象として、新型コロ

ナウイルスの影響により前年同期の売上が２０％以上減少した場合に、最大３０万円

を上限として、前年の事業収入の額に応じて支給いたします。

これらの総事業費２億２千万円を補正するものであります。

最後の６項目は、「就学支援臨時給付事業」です。

小中学校の臨時休業や、企業活動の停滞の影響が継続していることから、就学援助

対象家庭を経済的に支援するために給付事業を実施いたします。

生活保護世帯を除く就学援助認定者を対象に、児童生徒１人につき１万円を支給す

るものであり、対象人数は１,１５０人を想定し、通信運搬費等などの事務費を合わせ

まして、１,１７７万１千円を補正するものであります。

以上により、補正予算全体の金額といたしましては ７３億８,５７６万５千円の増

額、また、財源といたしましては、国庫補助金７１億４,４０９万１千円、一般財源と

して２億４,１６７万 4千円となっております。

なお、４月３０日に可決した国の補正予算において、「新型コロナウイルス感染症対

応地方創生臨時交付金」が示されたところでありますので、４月１日以降に実施した

事業や、今後実施する事業の一般財源に交付金を充当することも検討しているところ

であります。

次に、「市内公共施設の休館等について」ですが、
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市内公共施設については、当初、４月１７日から５月６日までを休館等とし、さら

に１０日までの延長をすでに決定しておりましたが、今回の国における「緊急事態宣

言」の延長表明を受け、５月１５日（金）まで再延長することを決定いたしました。

対象の施設は、屋内体育施設、屋外体育施設、文化施設、公園等、これまで休館・閉

鎖していたすべての公共施設です。個々の詳細は、市のホームページ等でご確認いた

だきたいと存じます。

【教育長より説明】

「恵庭市内の小中学校の休校について」ですが、

市内小中学校については、今年度当初、４月１７日午後から５月６日までを臨時休

業とし、さらに１０日までの延長をすでに決定しておりましたが、今回の国における

「緊急事態宣言」の延長表明を受け、５月３１日（日）まで再延長することを決定いた

しました。

保護者には、すでに学校を通じ連絡を行っております。

なお、今後の「分散登校」については、公共施設の休館等の期間である５月１５日ま

では行わず、１８日以降、段階的に実施する方向で検討して参ります。

また、当初の休校時にも発出しておりますが、「学校へのお願い」として、

・休業中の学習や生活、健康管理について課題を用意するなど、具体的な指導を行

うこと。

・併せて保護者あての連絡文書を持たせること。特に、新型コロナウイルス感染防

止については、これまでの通知等を踏まえて丁寧に指導すること。

・休業中の児童生徒の学習や健康等の状況について、1回程度の分散登校などにより

把握や指導・助言を行うこと

を本日開催の臨時校長会にて、教育長より依頼したところです。 


